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Ⅱ.マイナンバー制度 （参考資料） 

 

国税庁の源泉所得税関係に関する FAQより 

 

Q1-3-2 扶養控除等申告書については、どのような場合にマイナンバー（個人番号）を記載しなく

てもよいのですか。（平成 28年 5月 17日追加）  

 

（答） 

扶養控除等申告書には、基本的には、従業員等のマイナンバー（個人番号）を記載する必要があ

りますが、給与支払者が扶養控除等申告書に記載されるべき従業員本人、控除対象配偶者又は

控除対象扶養親族等の氏名及びマイナンバー（個人番号）等を記載した帳簿を備えている場合に

は、その従業員が提出する扶養控除等申告書にはその帳簿に記載されている方のマイナンバー

（個人番号）の記載を要しないこととされました。  

なお、この帳簿は、次の申告書の提出を受けて作成されたものに限ります。  

 給与所得者の扶養控除等申告書  

 従たる給与についての扶養控除等申告書  

 退職所得の受給に関する申告書  

 公的年金等の受給者の扶養親族等申告書  

 

また、給与支払者が備えている帳簿に記載された従業員等の氏名又はマイナンバー（個人番号）

と提出する扶養控除等申告書に記載すべき従業員等の氏名又はマイナンバー（個人番号）とが異

なる場合には、マイナンバー（個人番号）の記載を不要とする取扱いをとることはできません。  

（注）1 この取扱いは、平成 29年 1月 1日以後に支払を受けるべき給与等に係る扶養控除等申告

書から適用できます。 

   2 この取扱いは、「従たる給与についての扶養控除等申告書」、「退職所得の受給に関する申

告書」及び「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」についても同様です。 

 

Q1-3-3 扶養控除等申告書へのマイナンバー（個人番号）の記載を不要とするために備える「帳

簿」には、氏名とマイナンバー（個人番号）の他に何が記載されている必要がありますか。（平成 28

年 5月 17日追加）  

 

（答） 

扶養控除等申告書へのマイナンバー（個人番号）の記載を不要とするために備える帳簿には、次

の事項を記載する必要があります。 

 ① 扶養控除等申告書に記載されるべき提出者本人、控除対象配偶者、控除対象扶養親族等

の氏名、住所及びマイナンバー（個人番号） 
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 ② 帳簿の作成に当たり提出を受けた申告書の名称 

 ③ ②の申告書の提出年月  

 

Q1-3-4 扶養控除等申告書へのマイナンバー（個人番号）の記載を不要とするために備える「帳

簿」について、電磁的記録で備えることもできますか。（平成 28年 9月 9日更新） 

  

（答） 

扶養控除等申告書へのマイナンバー（個人番号）の記載を不要とするために備える帳簿について

は、電磁的記録による帳簿も認められます。 

 なお、電磁的記録による帳簿を備え付ける場合には、あらかじめ所轄税務署に対して「国税関係

帳簿の電磁的記録等による保存等の承認申請書」を提出し、承認を受けることが必要です。また、

この申請者は、備付けを開始する日の 3 ヶ月前の日までに提出する必要があります。 

 

Q1-3-5 扶養控除等申告書などの一定の書類の提出を受けて作成した帳簿を備えている場合に

は、扶養控除等申告書への従業員等のマイナンバー（個人番号）の記載を不要とすることができる

とされていますが、給与支払者が扶養控除等申告書以外の方法で従業員等のマイナンバー（個

人番号）を収集し、システム上で管理している場合などにも、最初は必ずマイナンバー（個人番号）

を記載した扶養控除等申告書の提出をしなければならないのですか。（平成 28年 5月 17日追加）  

 

（答） 

平成 29 年 1 月 1 日以後に支払を受けるべき給与等に係る扶養控除等申告書について、一定

の帳簿を備えていれば扶養控除等申告書に従業員等のマイナンバー（個人番号）の記載を不要と

できる取扱いは、給与支払者が扶養控除等申告書などの一定の税務関係書類の提出を受けて作

成された帳簿を備えていることが要件となっています(Q1-3-2参照)。  

したがって、帳簿作成に当たっては、最初にマイナンバー（個人番号）の記載された扶養控除等

申告書などの一定の税務関係書類が提出されていることが前提とされています。  

なお、一定の場合には、扶養控除等申告書に直接マイナンバー（個人番号）を記載せずに、

「記載すべきマイナンバー（個人番号）は給与支払者に提供済のマイナンバー（個人番号）と相違

ない」旨を記載して提出することができることを明らかにしている（Q1-5-1）ところであり、この方法に

より提出を受けた扶養控除等申告書及びその申告書と紐付けられるよう管理されたマイナンバー

（個人番号）に基づき帳簿を作成することは可能です。  

 

Q1-3-6 一定の帳簿を備えているため扶養控除等申告書へのマイナンバー（個人番号）の記載を

不要とする場合に、マイナンバー（個人番号）が記載されないように、例えば、マイナンバー（個人

番号）欄のない扶養控除等申告書を使用してもよいですか。また、マイナンバー（個人番号）欄に

斜線等を引いてもよいですか。（平成 28年 5月 17日追加）  
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（答） 

扶養控除等申告書については、法令で様式を定めているものではないため、法令で定められた

記載事項が記載されていれば、適宜の様式を用いることができます。  

したがって、一定の帳簿を備えているため扶養控除等申告書への従業員等のマイナンバー（個

人番号）の記載を不要とすることができる場合において、マイナンバー（個人番号）欄のない扶養

控除等申告書の様式を用いることや、マイナンバー（個人番号）欄に斜線を引く等の措置を行って

も差し支えありません。  

なお、この場合に、給与支払者に初めて扶養控除等申告書を提出する従業員や新たに控除対

象配偶者を有することになった従業員がいるなど、マイナンバー（個人番号）の記載が必要な場合

においてマイナンバー（個人番号）が記載されないといったことがないよう気を付けていただく必要

があります。  

 

Q1-3-7 一定の帳簿を備えていれば扶養控除等申告書へのマイナンバー（個人番号）の記載を

不要とできる取扱いについて、給与支払者が作成し備えている帳簿はいつまで保存する必要があ

りますか。（平成 28年 9月 9日更新）  

 

（答） 

給与支払者が作成し備えている帳簿は、マイナンバー（個人番号）の記載が不要であるとして従

業員がマイナンバー（個人番号）の記載をせずに提出した扶養控除等申告書のうち、その従業員

が最後に提出したものの法定保存期限（扶養控除等申告書の提出期限の属する年の翌年 1月 10

日の翌日から 7年）まで保存する必要があります。  

なお、従業員の退職から一定期間が経過した場合など、法定保存期限を経過した帳簿につい

ては、その帳簿に記載されたその従業員（控除対象配偶者、控除対象扶養親族等を含みます。）

のマイナンバー（個人番号）をできるだけ速やかに廃棄又は削除する必要があります。  

 

【参考】 

「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）」第 4－3－（3）収集・保管制限  

 Ｂ 保管制限と廃棄 

 個人番号は、番号法で限定的に明記された事務を処理するために収集又は保管されるものであ

るから、それらの事務を行う必要がある場合に限り特定個人情報を保管し続けることができる。また、

個人番号が記載された書類等については、所管法令によって一定期間保存が義務付けられてい

るものがあるが、これらの書類等に記載された個人番号については、その期間保管することとなる。 

 一方、それらの事務を処理する必要がなくなった場合で、所管法令において定められている保

存期間を経過した場合には、個人番号をできるだけ速やかに廃棄又は削除しなければならない。 

「個人情報保護委員会ホームページ」はこちら。 
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Q1-3-8 一定の帳簿を備えていれば扶養控除等申告書へのマイナンバー（個人番号）の記載を

不要とできる取扱いを受けるための帳簿に記載された従業員等の氏名、住所、マイナンバー（個人

番号）に異動があった場合は何か手続を行う必要がありますか。（平成 28年 5月 17日追加）  

 

（答） 

給与支払者が一定の帳簿を備えているために、扶養控除等申告書にマイナンバー（個人番号）

を記載せずに提出した場合において、その扶養控除等申告書に記載すべき従業員等の氏名、住

所又はマイナンバー（個人番号）に変更があったときには、従業員の方は、遅滞なく、給与支払者

に対して変更前の氏名、住所又はマイナンバー（個人番号）及び変更後の氏名、住所又はマイナ

ンバー（個人番号）を記載した届出書を提出する必要があります。  

また、その届出書の提出を受けた給与支払者は、給与支払者が備えている帳簿をその届出書

に基づき訂正しなければなりません。  

（注） 

1 上記の届出書は、法令により様式が定められていませんので、適宜の様式をご使用ください。 

2 給与支払者が提出を受けた届出書は、提出を受けた日の属する年の翌年から 3 年間保存する

必要があります。 

3 帳簿を訂正する場合に、異動前の氏名、住所又はマイナンバー（個人番号）をその帳簿に記載

しておく必要はありません。 

 

Q1-3-9 従業員の氏名や住所に異動があった場合に、異動に関する扶養控除等申告書を提出し

ている場合にも、Q1-3-8の届出書を提出しなければならないのですか。（平成 28年 5月 17日追

加）  

 

（答） 

扶養控除等申告書を提出した従業員等について、その提出をした年の中途で、当該申告書に記

載した事項に異動があった場合には、異動があった日の後、最初に給与等の支払を受ける日の前

日までに、給与支払者に対して、異動の内容等を記載した扶養控除等申告書を提出する必要が

ありますが、この異動の内容等を記載した申告書を提出している場合には、Q1-3-8 の届出書を提

出しなくても差し支えありません。  

（注） 

1 

異動の内容等を記載した扶養控除等申告書については、新たに扶養控除等申告書を提出するほ

か、当初提出した扶養控除等申告書の記載内容を補正する形で提出しても差し支えありません。 

2 

異動の内容等を記載した扶養控除等申告書については、その扶養控除等申告書の保存期限（扶
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養控除等申告書の提出期限の属する年の翌年 1 月 10 日の翌日から 7 年間）まで保存する必要

があります。 

3 

給与支払者が帳簿を備えているために、マイナンバー（個人番号）を扶養控除等申告書に記載し

ていない場合で、従業員等のマイナンバー（個人番号）のみに異動があった場合には、異動の内

容等を記載した扶養控除等申告書の提出は必要ありませんので、その場合は Q1-3-8 の届出書

を提出する必要があります。 

 

Q1-4 平成 28 年分の扶養控除等申告書に従業員等のマイナンバー（個人番号）が記載されてい

れば、平成 29 年分以降の扶養控除等申告書には、記載内容に変更がない限りマイナンバー（個

人番号）の記載を省略してもよいですか。（平成 28年 5月 17日更新）  

（答） 

扶養控除等申告書は、毎年、マイナンバー（個人番号）を含む全ての記載事項を記載した上で給

与支払者に提出する必要がありますので、前年と変更がないからといってその記載を省略すること

はできません。  

なお、平成 29年 1月 1日以後に支払を受けるべき給与等に係る扶養控除等申告書について、給

与支払者が一定の帳簿を備えている場合には、従業員等のマイナンバー（個人番号）の記載を不

要とすることができます（Q1-3-2参照）。  

 

Q1-5-1 扶養控除等申告書の個人番号欄に「給与支払者に提供済みのマイナンバー（個人番号）

と相違ない」旨の記載をすることで、マイナンバー（個人番号）の記載に代えることはできますか。

（平成 28年 5月 17日更新）  

 

（答） 

平成 28年 1月以後に提出する扶養控除等申告書には、従業員本人、控除対象配偶者及び控除

対象扶養親族等のマイナンバー（個人番号）を記載する必要がありますので、前年と変更がない場

合であっても、原則、マイナンバー（個人番号）の記載を省略することはできません。  

しかしながら、給与支払者と従業員との間での合意に基づき、従業員が扶養控除等申告書の余白

に「マイナンバー（個人番号）については給与支払者に提供済みのマイナンバー（個人番号）と相

違ない」旨を記載した上で、給与支払者において、既に提供を受けている従業員等のマイナンバ

ー（個人番号）を確認し、確認した旨を扶養控除等申告書に表示するのであれば、扶養控除等申

告書の提出時に従業員等のマイナンバー（個人番号）を記載しなくても差し支えありません。  

なお、給与支払者において保有しているマイナンバー（個人番号）とマイナンバー（個人番号）の記

載が省略された者に係る扶養控除等申告書については、適切かつ容易に紐付けられるよう管理し

ておく必要があります。  

また、平成 29年 1 月以後に支払を受けるべき給与等に係る扶養控除等申告書について、給与支
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払者が扶養控除等申告書などの一定の税務関係書類の提出を受けて作成した従業員等のマイ

ナンバー（個人番号）等が記載された帳簿を備えている場合には、その帳簿に記載された従業員

等のマイナンバー（個人番号）については、扶養控除等申告書に記載する必要はないこととされて

います。この場合に、上記の方法により提出された「マイナンバー（個人番号）と紐付け管理された

扶養控除等申告書」も帳簿作成の基となる扶養控除等申告書として取り扱って差し支えありません。

（Q1-3-5参照）  

（注） 

1 この取扱いは、原則として税務署に提出されることなく給与支払者が保管することとされている

扶養控除等申告書について、給与支払者のマイナンバー（個人番号）に係る安全管理措置への

対応の負担軽減を図るために、マイナンバー（個人番号）の記載方法として認めるものです。この

ため、マイナンバー（個人番号）以外の扶養控除等申告書に記載すべき項目については、前年と

変更ない場合であっても、記載を省略することなく扶養控除等申告書に記載する必要があります。 

2 「給与支払者に提供済みのマイナンバー（個人番号）と相違ない」旨が記載された扶養控除等

申告書について、税務署長から提出を求められた場合には、給与支払者は扶養控除等申告書に

従業員等のマイナンバー（個人番号）を付記して提出する必要があります。 

3 この方法をとった場合には以下の点に留意が必要です。  

（1） 給与支払者において保有している従業員等のマイナンバー（個人番号）（従業員等のマイナ

ンバー（個人番号）に異動があった場合は異動前のマイナンバー（個人番号）を含みます。）につ

いては、扶養控除等申告書の保存期間（7年間）は、廃棄又は削除することはできません。 

（2） 保有するマイナンバー（個人番号）については、マイナンバー（個人番号）を記載すべきであ

った扶養控除等申告書の保存期間を経過し個人番号関係事務に必要がなくなったときには、速

やかに廃棄又は削除しなければなりません（廃棄が必要となってから廃棄作業を行うまでの期間に

ついては、毎年度末に廃棄を行う等、マイナンバー（個人番号）及び特定個人情報の保有に係る

安全性及び事務の効率性等を勘案し、事業者において判断してください。）。 

（3） 給与所得の源泉徴収票（税務署提出用）には、適切にマイナンバー（個人番号）を記載する

必要があります。 


